
令令和和 88年年度度

仙仙台台市市水水道道事事業業会会計計予予算算





第27号議案

（総  則）

（業務の予定量）

 (1) 栓

 (2) ｍ３

 (3) ｍ３

 (4)

イ 千円

ロ 千円

（収益的収入及び支出）

 千円

千円

千円

千円

 　 千円

千円

千円

千円

千円

施 設 整 備 事 業 4,547,152

配 水 管 整 備 事 業 11,122,038

令令和和88年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業会会計計予予算算

第 １ 条 ■ 令和8年度仙台市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

第 ２ 条 ■ 業務の予定量は，次のとおりとする。■ ■

使 用 給 水 栓 数 506,000

年 間 総 配 水 量 118,468,000

一 日 平 均 配 水 量 324,570

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 ３ 条 ■ 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。■■

収                  　　　入

第 １ 款 ■ 水 道 事 業 収 益 30,050,628

■ 第 １ 項 営 業 収 益 25,963,375

■ 第 ２ 項 営 業 外 収 益 4,083,763

■ 第 ３ 項 特 別 利 益 3,490

支                  　　　出

第 １ 款 ■ 水 道 事 業 費 用 28,849,903

■ 第 １ 項 営 業 費 用 27,840,424

■ 第 ２ 項 営 業 外 費 用 939,079

■ 第 ３ 項 特 別 損 失 40,400

■ 第 ４ 項 予 備 費 30,000
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（資本的収入及び支出）

 　 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 千円

千円

千円

千円

   

■ 第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 5,763,076

白 第 ３ 項 予 　 　 　 備 　 　 　  　    費  　　　　　　　  　　　 　　   　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　30,000

支                  　　　出

第 １ 款 ■ 水 道 事 業 資 本 的 支 出 21,730,500

■ 第 １ 項 建 設 改 良 費 15,937,424

■ 第 ６ 項 負 担 金 173,907

■ 第 ７ 項 そ の 他 資 本 的 収 入 17,952

■ 第 ４ 項 国 庫 補 助 金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　75,320

■ 第 ５ 項 開 発 負 担 金 171,636

■ 第 ２ 項 固 定 資 産 売 却 代 金 8,580

■ 第 ３ 項 出 資 金 2,126,317

第 １ 款 ■ 水 道 事 業 資 本 的 収 入 9,148,712

■ 第 １ 項 企 業 債 6,575,000

第 ４ 条 ■ 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める (資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 12,581,788千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,445,166千円

及び損益勘定留保資金等 11,136,622千円で補てんするものとする。）。■■■■■■■■■■■

収                  　　　入
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（債務負担行為）

    限　度　額

 (1) 千円

 (2) 千円

 (3) 千円

 (4) 千円

 (5) 千円

 (6) 千円

 (7) 千円

 (8) 33,000 千円

 (9) 31,000 千円

 (10) 千円

 (11) 千円

 (12) 千円

（企　業　債）

 (1) 6,392,000 千円

る。

 (2) 183,000 千円

（一時借入金）

第５条■ 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。■■■■

事   　　    項                期　　　　　　　間

施設機械警備業務 令和9年度から令和12年度まで 31,000

テレメータ用回線切替関連業務 令和8年度から令和13年度まで 398,000

給水装置工事資金利子補給 令和9年度から令和11年度まで 131

給水装置工事資金損失補償 令和8年度から令和12年度まで 320

事務機器賃借等 令和9年度から令和13年度まで 840,000

情報ネットワークシステム運用事業 令和9年度から令和13年度まで

BPR支援業務 令和9年度

建設資材単価調査事業 令和8年度から令和9年度まで 10,000

水道メーター取替業務 令和9年度から令和10年度まで 630,000

施設整備事業 令和9年度から令和12年度まで 7,661,000

施設撤去事業 令和9年度 242,000

配水管整備事業 令和9年度 4,695,000

配水管整備事業 普通貸借又は 9.0 ％ 以 内 （ た 起債年度から据置

証券発行によ だし，利率見直 期間を含め 40年以

第６条■ 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。■■■

起 債 の 目 的 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

価格は，額面 について，利率 還 す る 。 た だ し ，

100 円 に つ き の見直しを行っ 融通条件又は財政

る。証券発行 し方式で借り入 内に元利均等その

の場合の発行 れ る 公 的資金 他の方法によ り償

と が で き る 。 ■ ■

施設整備事業 同　上 同　上 同　上

98円以上とす た 後 に お い て の 都 合 に よ り ， 償

は，当該見直し 還年限を短縮 し ，

後の利率）■■ 又 は 借 り 換 え る こ

第７条 ■ 一時借入金の限度額は， 800,000千円と定める。

－　　－3



 (予定支出の各項の経費の金額の流用)

 (1)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

 (1) 千円

 (2) 千円

（他会計からの補助金）

 (1) 児童手当負担金 千円

 (2) 水道料金減免による減収等に対する補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）

令和8年2月6日提出

仙 台 市 長 郡郡　　　　　　和和　　　　子子

第 ８ 条 ■ 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 の う ち ， 第 １ 項 営 業 費 用 ， 第 ２ 項 営 業 外 費 用 ， 第 ３ 項 特 別 損 失 に 係 る

予算額に過不足を生じた場合における項 間の 流用 。■

1,441,060

第 ９ 条 ■ 次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は， これ らの 経 費 の 金 額 を ，こ れ ら の 経 費 の うち 他 の 経 費 の 金

額 に ， 若 し く は こ れ ら 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し ， 又 は こ れ ら 以 外 の 経 費 を これ らの 経 費 の 金

額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費 4,213,807

交 際 費 300

第10条■ 一 般 会 計 からこの 会 計 へ 補 助 を 受け る金 額は，次 のと おりである。

42,617

第11条■ たな卸資産の購入限度額は，30,000千円と定める。■■■■
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予予　　算算　　にに　　関関　　すす　　るる　　説説　　明明　　書書

令 和 8 年 度

令 和 8 年 度

令 和 7 年 度

令 和 7 年 度

令 和 8 年 度

令 和 8 年 度

注 記 事 項 （ 令 和 7 年 度 ）

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

注 記 事 項 （ 令 和 8 年 度 ）

仙 台 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

仙 台 市 水 道 事 業 予 定
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

1 水道事業収益 30,050,628

1 営 業 収 益 25,963,375

1 給 水 収 益 24,626,249 水道料金及び分水料金

2 受 託 工 事 87,700 給水工事，修繕工事等の受託工事
収 益 による収入

3 そ の 他 1,249,426 下水道使用料徴収受託，消火栓維
営 業 収 益 持管理等に要する経費の負担金，

諸手数料等

2 営業外収益 4,083,763

1 受 取 利 息 89,967 預金利息，有価証券利息

2 不 動 産 38,719 土地，水路工作物等の賃貸料
賃 貸 料

3 水道加入金 1,106,366 給水装置の新設又は増径工事申込
者からの加入金

4 他 会 計 1,483,677 一般会計からの補助金
補 助 金

5 長期前受金 1,316,749 固定資産の取得・改良に伴い交付
戻 入 された補助金等の収益化額

6 雑 収 益 48,285 不用品売却収益及びその他雑収益

3 特 別 利 益 3,490

1 固 定 資 産 1 固定資産の売却価額が当該固定
売 却 益 資産の帳簿価額を超える額

2 過 年 度 3,489 過年度分水道料金等の増加額
損益修正益

令令和和88年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画

収収  益益  的的  収収  入入  及及  びび  支支  出出

収収　　　　　　　　　　　　　　　　入入
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

1 水道事業費用 28,849,903

1 営 業 費 用 27,840,424

1 原 水 費 835,173 水源のかん養並びに原水の取水に
かかわる設備の維持及び作業に
要する費用

2 浄 水 費 3,255,178 原水をろ過滅菌する設備の維持
及び作業に要する費用

3 受 水 費 5,066,608 宮城県仙南・仙塩広域水道用水
供給事業等からの受水費

4 配 水 費 3,354,348 配水池，配水管その他浄水の配水
にかかわる設備の維持及び作業に
要する費用

5 給 水 費 2,577,145 給水装置に附属するメーターそ
の他設備の維持及び作業に要す
る費用

6 受託工事費 100,254 給水工事，修繕工事等の受託工事に
要する費用

7 業 務 費 1,871,133 計量，料金の調定及び徴収その他
業務に要する費用並びに下水道
使用料の徴収受託に要する費用

8 総 係 費 1,575,402 事業活動の全般に関連する費用

9 減価償却費 8,848,548 固定資産の減価償却費

10 資産減耗費 356,635 固定資産の除却損及び撤去費

2 営業外費用 939,079

1 支 払 利 息 661,174 企業債等の利息

2 消費税及び
地方消費税

273,805

3 雑 支 出 4,100

支支　　　　　　　　　　　　　　　　出出
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

3 特 別 損 失 40,400

1 過 年 度
損益修正損

40,400 過年度分水道料金等の減少額

4 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000
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款 項 目 予定額（千円）

1 水 道 事 業 9,148,712
資本的収入

1 企 業 債 6,575,000

1 企 業 債 6,575,000 配水管整備事業 6,392,000 千円
施設整備事業 183,000 千円

2 固 定 資 産 8,580
売 却 代 金

1 固 定 資 産 8,580 土地売却代金
売 却 代 金

3 出 資 金 2,126,317

1 出 資 金 2,126,317
に対する一般会計からの出資金

4 国庫補助金 75,320

1 国庫補助金 75,320

5 開発負担金 171,636

1 開発負担金 171,636

6 負 担 金 173,907

1 負 担 金 173,907

7 そ の 他 17,952
資本的収入

1 そ の 他 17,952
資本的収入

資資  本本  的的  収収  入入  及及  びび  支支  出出

収収　　　　　　　　　　　　　　　　入入

備　　　　　　　　　　考

災害・安全対策事業に係る事業費等

社会資本整備総合交付金等

建築物及び宅地にかかわる開発負担金

配水管布設等に伴う工事負担金及び
消火栓新設費負担金等

開発行為に係る事務関連収入
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款 項 目 予定額（千円）

1 水 道 事 業 21,730,500
資本的支出

1 建設改良費 15,937,424

1 配水管整備 11,122,038 配水管等の整備に要する費用
事 業 費

2 施 設 整 備 4,547,152
事 業 費 装置等の購入に要する費用

3 受 託 等 268,234
工 事 費

2 企 業 債 5,763,076
償 還 金

1 企 業 債 5,763,076 企業債の元金償還金
償 還 金

3 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

施設の整備又は改良並びに機械及び

支支　　　　　　　　　　　　　　　　出出

備　　　　　　　　　　考

他工事に伴う配水管等の移設に要する
費用
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令令和和88年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書
（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）

（単位   千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

○当年度純利益（△は純損失） 401,818

○減価償却費 8,848,548

○固定資産除却費 270,722

○固定資産売却損益（△は益） △ 1

○退職給付引当金の増減額 176,170

○賞与引当金の増減額 15,334

○法定福利費引当金の増減額 4,493

○長期前受金戻入額 △ 1,316,749

○受取利息及び受取配当金 △ 89,967

○支払利息 661,174

○未収金の増減額（△は増加） 688,154

○たな卸資産の増減額（△は増加） 5,000

○未払金の増減額 △ 664,703

○未払費用の増減額 2,131

○小計 9,002,124

○利息及び配当金の受取額 27,980

○利息の支払額 △ 657,561

○業務活動によるキャッシュ・フロー 8,372,543

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

○有形固定資産の取得による支出 △ 13,848,592

○有形固定資産の売却による収入 8,581

○無形固定資産の取得による支出 △ 106,862

○国庫補助金等による収入 397,940

○投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,548,933

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

○一時借入れによる収入 800,000

○一時借入金の返済による支出 △ 800,000

○建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 6,575,000

○建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,763,076

○他会計からの出資による収入 2,126,317

○リース債務返済による支出 △ 125,187

○財務活動によるキャッシュ・フロー 2,813,054

資金増減額 △ 2,363,336

資金期首残高 13,034,976

資金期末残高 10,671,640
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給　 与 　費　 明 　細　 書

１　総　　　　　括

一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(8)
441

1,204 1,805,700 1,711,015 3,517,919 695,888 4,213,807

(9)
438

1,204 1,759,616 1,654,321 3,415,141 607,909 4,023,050

(△1)
6

0 46,084 56,694 102,778 87,979 190,757

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

超過勤務
手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

63,745 153,861 40,051 55,810 8,803 225,606

60,955 111,823 37,743 56,473 8,148 244,815

2,790 42,038 2,308 △    663 655 △ 19,209

　 期末手当・
　 勤勉手当

退職手当

（千円） （千円）

846,463 280,223

804,813 293,894

41,650 △ 13,671

本年度 2

特別調整額

（千円）

本年度 35,677

※（　）内は，定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区　　　　分

職　　員　　数 給　　　　与　　　　費
法　定
福利費 合　　計特別職

（人）

前年度 744

比　較 32

前年度 2

比　較 0

手当の
内　訳

区　分

前年度 34,913

比　較 764

手当の
内　訳

区　分
管  理  職  員
特別勤務手当

（千円）

本年度 776
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２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　料 46,084 １　給与改定に  21,272 給与改定の状況

　伴う増加分 前年度

　　　　給料の改定率　1.22％

　　　　給与改定実施時期

　　　　　 令和7年4月1日　

２　昇給に伴う  18,573 平均昇給率　1.14％

　増加分

３　その他の   6,239 職員数の異動状況

　増加分 現      に　　　　　　　  　　　      

在職する     （その他）　 （計）

職  員  数 　                         

　　本年度　　441人　　　0人　　　441人

　　前年度　　438人　　　0人　　　438人

　　増減　　      3人　　　0人　 　　  3人　　

手　　当 56,694 １　制度改正に 71,707 地域手当 支給率の改定

　伴う増加分 　支給率の改定等に 　6％→8％

　伴う増加分

37,147千円

期末手当・勤勉手当 支給率の改定

　支給率の改定等に 　 管理職員　　　　　　　4.60月分→4.65月分

　伴う増加分 　 管理職員以外　　　　4.60月分→4.65月分

34,560千円 　 会計年度任用職員　4.60月分→4.65月分

２　その他の △ 15,013 退職手当 　　本年度退職予定者数　　5人

　増減分 　退職給付引当金の 　　前年度退職予定者数　　5人

　減少分

△　13,671千円

その他の手当

△　1,342千円

　　昇給等に伴う増加分

12,081千円

　　職員構成の変動等に

　　伴う減少分

△　13,423千円

区　分
増減事由別内訳

説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

現 に
在職する
職 員 数

現 に
在職する
職 員 数
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３　給料及び手当の状況

　（１）　職員1人当たり給与

 平均給料月額　　 　  (円) 341,233  　　 345,158  　　 

令和8年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 429,897  　　 446,005  　　 

 平  均  年  齢 　  (歳 .月)  42.12 44.7   　　

 平均給料月額　　 　  (円) 334,990  　　 337,026  　　 

令和7年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 408,211  　　 426,599  　　 

 平  均  年  齢 　  (歳 .月)  42.10 44.7   　　

　（２）　初　　任　　給

（円） （円）

高 校 卒 196,400 196,400 196,400

大 学 卒 232,000 232,000 232,000

　（３）　級 別 職 員 数

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 7 2.2   

6 級 4 4.8   6 級 6 1.8   

5 級 1 1.2   5 級 13 4.0   

4 級 4 4.8   4 級 13 4.0   

3 級 30 35.7   3 級 97 29.8   

           (2)  (100.0)           (10)     (100.0)
18 21.4   88 27.1   

1 級 25 29.7   1 級 101 31.1   

           (2)  (100.0)           (10)     (100.0)
84 100.0   325 100.0   

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 7 2.2   

6 級 3 3.7   6 級 7 2.2   

5 級 1 1.2   5 級 12 3.7   

4 級 5 6.1   4 級 16 5.0   

3 級 27 32.9   3 級 98 30.3   

           (5)  (100.0)            (5)     (100.0)
19 23.2   85 26.3   

1 級 25 30.5   1 級 98 30.3   

           (5)  (100.0)            (5)     (100.0)
82 100.0   323 100.0   

　※（　）内は，定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

事　　　務　　　職

区　　　　分

計

一般会計の制度

一般行政職　(円)

令和7年1月1日現在

2 級 2 級

計 計

区　　　　分

2 級

技　　　術　　　職

区　　　　　　　　　　分 事　　務　　職

技　術　職

令和8年1月1日現在

計

技　　術　　職

2 級

事　務　職

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員1人当たり給与

 平均給料月額　　 　  (円) 341,233  　　 345,158  　　 

令和8年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 429,897  　　 446,005  　　 

 平  均  年  齢 　  (歳 .月)  42.12 44.7   　　

 平均給料月額　　 　  (円) 334,990  　　 337,026  　　 

令和7年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 408,211  　　 426,599  　　 

 平  均  年  齢 　  (歳 .月)  42.10 44.7   　　

　（２）　初　　任　　給

（円） （円）

高 校 卒 196,400 196,400 196,400

大 学 卒 232,000 232,000 232,000

　（３）　級 別 職 員 数

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 7 2.2   

6 級 4 4.8   6 級 6 1.8   

5 級 1 1.2   5 級 13 4.0   

4 級 4 4.8   4 級 13 4.0   

3 級 30 35.7   3 級 97 29.8   

           (2)  (100.0)           (10)     (100.0)
18 21.4   88 27.1   

1 級 25 29.7   1 級 101 31.1   

           (2)  (100.0)           (10)     (100.0)
84 100.0   325 100.0   

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 7 2.2   

6 級 3 3.7   6 級 7 2.2   

5 級 1 1.2   5 級 12 3.7   

4 級 5 6.1   4 級 16 5.0   

3 級 27 32.9   3 級 98 30.3   

           (5)  (100.0)            (5)     (100.0)
19 23.2   85 26.3   

1 級 25 30.5   1 級 98 30.3   

           (5)  (100.0)            (5)     (100.0)
82 100.0   323 100.0   

　※（　）内は，定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

事　　　務　　　職

区　　　　分

計

一般会計の制度

一般行政職　(円)

令和7年1月1日現在

2 級 2 級

計 計

区　　　　分

2 級

技　　　術　　　職

区　　　　　　　　　　分 事　　務　　職

技　術　職

令和8年1月1日現在

計

技　　術　　職

2 級

事　務　職

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員1人当たり給与

 平均給料月額　　 　  (円) 341,233  　　 345,158  　　 

令和8年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 429,897  　　 446,005  　　 

 平  均  年  齢 　  (歳 .月)  42.12 44.7   　　

 平均給料月額　　 　  (円) 334,990  　　 337,026  　　 

令和7年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 408,211  　　 426,599  　　 

 平  均  年  齢 　  (歳 .月)  42.10 44.7   　　

　（２）　初　　任　　給

（円） （円）

高 校 卒 196,400 196,400 196,400

大 学 卒 232,000 232,000 232,000

　（３）　級 別 職 員 数

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 7 2.2   

6 級 4 4.8   6 級 6 1.8   

5 級 1 1.2   5 級 13 4.0   

4 級 4 4.8   4 級 13 4.0   

3 級 30 35.7   3 級 97 29.8   

           (2)  (100.0)           (10)     (100.0)
18 21.4   88 27.1   

1 級 25 29.7   1 級 101 31.1   

           (2)  (100.0)           (10)     (100.0)
84 100.0   325 100.0   

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 7 2.2   

6 級 3 3.7   6 級 7 2.2   

5 級 1 1.2   5 級 12 3.7   

4 級 5 6.1   4 級 16 5.0   

3 級 27 32.9   3 級 98 30.3   

           (5)  (100.0)            (5)     (100.0)
19 23.2   85 26.3   

1 級 25 30.5   1 級 98 30.3   

           (5)  (100.0)            (5)     (100.0)
82 100.0   323 100.0   

　※（　）内は，定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

事　　　務　　　職

区　　　　分

計

一般会計の制度

一般行政職　(円)

令和7年1月1日現在

2 級 2 級

計 計

区　　　　分

2 級

技　　　術　　　職

区　　　　　　　　　　分 事　　務　　職

技　術　職

令和8年1月1日現在

計

技　　術　　職

2 級

事　務　職
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8　級 7　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

次長 係長 主任 主事

理事 課長 係長 主事

部長 主任 技師 技師

　（４）　昇 給

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人) 416 84 332

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人) 358 72 286

(人) 4 1 3

(人) 15 3 12

(人) 7 2 5

(人) 214 42 172

(人) 35 7 28

(人) 65 13 52

(人) 2 1 1

(人) 16 3 13

86.1 85.7 86.1

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人) 413 80 333

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人) 356 71 285

(人) 4 1 3

(人) 13 3 10

(人) 9 2 7

(人) 211 41 170

(人) 36 7 29

(人) 65 13 52

(人) 2 1 1

(人) 16 3 13

86.2 88.8 85.6

　（５）　特 殊 勤 務 手 当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称   交替制勤務手当 ・待機手当

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
(円) 3,836  　　 0  　　 3,836  　　

平 均 支 給 月 額

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 28.9  　　 0.0  　　 36.3  　　

(令和8年1月1日現在)

区　　　　　　　　　　　　　分 全  職  種 事  務  職 技  術  職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
（％） 0.3  　　 0.0  　　 0.4  　　

(令和8年1月1日現在)

5　号　給

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

合　　　計 事　務　職 技　術　職

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

5　号　給

( 級 別 の 基 準 と な る 職 務 )

区　　　分 6　級

企　業　職 課長

区　　　　　　　　　　　　分

8　級 7　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

次長 係長 主任 主事

理事 課長 係長 主事

部長 主任 技師 技師

　（４）　昇 給

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人) 416 84 332

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人) 358 72 286

(人) 4 1 3

(人) 15 3 12

(人) 7 2 5

(人) 214 42 172

(人) 35 7 28

(人) 65 13 52

(人) 2 1 1

(人) 16 3 13

86.1 85.7 86.1

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人) 413 80 333

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人) 356 71 285

(人) 4 1 3

(人) 13 3 10

(人) 9 2 7

(人) 211 41 170

(人) 36 7 29

(人) 65 13 52

(人) 2 1 1

(人) 16 3 13

86.2 88.8 85.6

　（５）　特 殊 勤 務 手 当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称   交替制勤務手当 ・待機手当

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
(円) 3,836  　　 0  　　 3,836  　　

平 均 支 給 月 額

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 28.9  　　 0.0  　　 36.3  　　

(令和8年1月1日現在)

区　　　　　　　　　　　　　分 全  職  種 事  務  職 技  術  職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
（％） 0.3  　　 0.0  　　 0.4  　　

(令和8年1月1日現在)

5　号　給

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

合　　　計 事　務　職 技　術　職

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

5　号　給

( 級 別 の 基 準 と な る 職 務 )

区　　　分 6　級

企　業　職 課長

区　　　　　　　　　　　　分
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　（６）　期末手当・勤勉手当

６月 １２月

（月分） （月分） （月分）

(1.225) (1.225) (2.450)

2.325 2.325 4.650

(1.200) (1.250) (2.450)

2.300 2.350 4.650

(1.225) (1.225) (2.450)

2.325 2.325 4.650

※（　）内は，定年前再任用短時間勤務職員の支給率

　（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　（８）　その他の手当

区     分

支  給  期  別  支  給  率
支給率計 職制上の段階，職務の

級等による加算措置
備考

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

区     分
２　０　年
勤続の者

２　５　年
勤続の者

３　５　年
勤続の者

最高限度 そ の 他 の
加 算 措 置 等

支　給　率　等
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ ２～ ２ ０％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ ２～ ２ ０％加算）

区 分 一般会計の制度との異同

通 勤 手 当 同　　　　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　　　じ
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期 間 金 額 期 間 金 額
千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和7年度分 91
令和 8年度から
令和10年度まで 91 91

令和8年度分 131
令和 9年度から
令和11年度まで 131 131

令和7年度分 320
令和 8年度から
令和11年度まで 320 320

令和8年度分 320
令和 8年度から
令和12年度まで 320 320

令和4年度分 3,000
令和5年度から
令和7年度まで 1,078

令和 8年度から
令和 9年度まで 599 599

令和6年度分 17,000 令和 7年度 2,489
令和 8年度から
令和10年度まで 7,465 7,465

令和7年度分 80,000
令和 8年度から
令和12年度まで 44,928 44,928

令和8年度分 31,000
令和 9年度から
令和12年度まで 31,000 31,000

18,000 令和 7年度 4,421
令和 8年度から
令和12年度まで 11,521 11,521

令和5年度分 336,000
令和6年度から
令和7年度まで 72,490

令和 8年度から
令和 9年度まで 165,245 165,245

令和7年度分 4,541,000
令和 8年度から
令和12年度まで 4,106,237 4,106,237

840,000
令和 9年度から
令和13年度まで 840,000 840,000

令和6年度分 92,000 令和 7年度 23,334
令和 8年度から
令和12年度まで 48,248 48,248

令和7年度分 20,000
令和 8年度から
令和12年度まで 19,998 19,998

138,000
令和4年度から
令和7年度まで 35,369

令和 8年度から
令和 9年度まで 6,322 6,322

令和7年度分 597,000
令和 8年度から
令和13年度まで 559,570 559,570

令和8年度分 33,000
令和 9年度から
令和13年度まで 33,000 33,000

398,000
令和 8年度から
令和13年度まで 398,000 398,000

10,000
令和 8年度から
令和 9年度まで 10,000 10,000

630,000
令和 9年度から
令和10年度まで 630,000 630,000

31,000 令 和 9 年 度 31,000 31,000

242,000 令 和 9 年 度 242,000 242,000

令和7年度分 5,964,000
令和 8年度から
令和11年度まで 5,045,848 3,027,509 2,018,339

令和8年度分 4,695,000 令 和 9 年 度 4,695,000 2,817,000 1,878,000

令和6年度分 3,031,000 令和 7年度 1,449,314
令和 8年度から
令和 9年度まで 817,146 817,146

令和7年度分 2,943,000
令和 8年度から
令和 9年度まで 2,372,029 2,372,029

令和8年度分 7,661,000
令和 9年度から
令和12年度まで 7,661,000 7,661,000

債債務務負負担担行行為為にに関関すするる調調書書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払 左 の 財 源 内 訳
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

企 業 債
工 事
負 担 金

建 設 資 材 単 価
調 査 事 業

そ の 他

給水装置
工事資金
利子補給

給水装置
工事資金
損失補償

施設機械
警備業務

財 務 会 計 シ ス テ ム
再 構 築 ・ 運 用 事 業

水道料金
収 納 等
関連業務

事 務 機 器 賃 借 等

広報関連
業 務

水 道 施 設 情 報 管 理
システム構築・保守業務

情報ネット
ワ ー ク
シ ス テ ム
運用事業

テ レ メ ー タ 用 回 線
切 替 関 連 業 務

水道メーター取替業務

B P R 支 援 業 務

施 設 撤 去 事 業

配 水 管
整備事業

施設整備
事 業
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令令和和77年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業予予定定損損益益計計算算書書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

（単位   千円）

1

(1) 23,544,081

(2) 100,417

(3) 1,103,625 24,748,123

2

(1) 633,580

(2) 2,639,390

(3) 4,542,566

(4) 3,009,224

(5) 2,398,982

(6) 94,204

(7) 1,499,317

(8) 1,657,994

(9) 8,645,635

(10) 339,202 25,460,094

711,971

3

(1) 66,402

(2) 34,655

(3) 1,010,915

(4) 339,671

(5) 1,326,840

(6) 136,025 2,914,508

4

(1) 557,715

(2) 31,260 588,975 2,325,533

1,613,562

5

(1) 1

(2) 3,909 3,910

6

(1) 44,336 44,336

7

(1) 30,000 30,000 △ 70,426

1,543,136

0

4,447,872

5,991,008

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 取 利 息

浄 水 費

受 水 費

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

原 水 費

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用
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令令和和77年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業予予定定貸貸借借対対照照表表

（令和8年3月31日）

   （単位   千円）

資       産       の       部

1

(1)

イ 8,813,384

ロ 17,877,636

△ 12,224,318 5,653,318

ハ 342,037,882

△184,508,743 157,529,139

ニ 38,410,378

△ 24,871,625 13,538,753

ホ 282,792

△ 238,320 44,472

ヘ 1,851,591

△ 1,340,122 511,469

ト 512,654

△ 412,500 100,154

チ 8,422,966

194,613,655

(2)

イ 0

ロ 3,443,274

ハ 780,395

ニ 295,023

4,518,692

(3)

イ 1,500,000

ロ 69,500

ハ 100,433

△ 100,433 0

1,569,500

200,701,847

2

(1) 13,034,976

(2) 3,160,065

△ 3,621 3,156,444

(3) 102,623

(4) 3,995

16,298,038

216,999,885

器 具 備 品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

ダ ム 使 用 権

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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負       債       の       部

3

(1)

イ
46,340,704

46,340,704

(2) 21,303

(3)

イ 3,485,967

3,485,967

49,847,974

4

(1)

イ
5,763,076

5,763,076

(2) 79,140

(3) 5,271,190

(4) 43,654

(5) 776,087

(6)

イ 264,848

ロ 49,612

314,460

12,247,607

5

(1)

イ 23,539,760

△ 13,814,476 9,725,284

ロ 26,719,051

△ 19,565,060 7,153,991

ハ 12,196,108

△ 6,608,518 5,587,590

ニ 6,584,388

△ 3,449,162 3,135,226

ホ 779,310

△ 678,075 101,235

25,703,326

25,703,326

87,798,907

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

預 り 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

－　　－15



資       本       の       部

6 94,382,664

7

(1)

イ 4,044,581

ロ 1,248,090

ハ 415,509

ニ 22,339,295

ホ 779,831

28,827,306

(2)

イ 5,991,008

5,991,008

34,818,314

129,200,978

216,999,885

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

計上している。

金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

注注 記記 事事 項項 （（ 令令 和和 77 年年 度度 ））

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。
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4．消費税等の会計処理

Ⅱ　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 千円

　1年超 千円

　　計 千円

Ⅳ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3）法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

45,840千円を使用する。

令 和 7 年 度 に お い て ， 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 と し て 773,281 千 円 を 支 給 す る た め ，

賞与引当金 250,906千円を使用する。

令 和 7 年 度 に お い て ， 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 に 係 る 法 定 福 利 費 と し て 143,164 千 円 を

支出するため，法定福利費引当金 48,876千円を使用する。

令和7年度において，不納欠損による損失として 5,225千円が発生する見込みのため，

貸倒引当金 5,225千円を使用する。

令和7 年度 にお いて ，退 職手 当と して 45,840 千 円を 支給 する ため ，退 職給 付引 当金

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 超 か つ リ ー ス 期 間 が 1 年 超 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に

ついては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 以 下 又 は リ ー ス 期 間 が 1 年 以 内 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

4,638

6,672

11,310

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等

については，当年度の費用として処理している。
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令令和和88年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業予予定定損損益益計計算算書書
（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）

（単位   千円）

1

(1) 22,387,499

(2) 86,996

(3) 1,152,540 23,627,035

2

(1) 768,912

(2) 3,065,358

(3) 4,606,007

(4) 3,121,283

(5) 2,380,001

(6) 91,832

(7) 1,720,693

(8) 1,523,049

(9) 8,848,548

(10) 348,825 26,474,508

2,847,473

3

(1) 89,967

(2) 37,507

(3) 1,005,787

(4) 1,483,677

(5) 1,316,749

(6) 44,252 3,977,939

4

(1) 661,174

(2) 3,784 664,958 3,312,981

465,508

5

(1) 1

(2) 3,172 3,173

6

(1) 36,863 36,863

7

(1) 30,000 30,000 △ 63,690

401,818

5,991,008

0

6,392,826

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

業 務 費

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 費

浄 水 費

受 水 費

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費
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令令和和88年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業予予定定貸貸借借対対照照表表

（令和9年3月31日）

   （単位   千円）

資       産       の       部

1

(1)

イ 8,804,804

ロ 18,069,443

△ 12,582,605 5,486,838

ハ 352,712,013

△190,901,299 161,810,714

ニ 40,006,193

△ 25,914,189 14,092,004

ホ 313,710

△ 236,019 77,691

ヘ 1,981,224

△ 1,465,465 515,759

ト 1,327,752

△ 492,719 835,033

チ 9,224,255

200,847,098

(2)

イ 3,258,137

ロ 726,775

ハ 401,885

4,386,797

(3)

イ 1,500,000

ロ 69,500

ハ 114,753

△ 114,753 0

1,569,500

206,803,395

2

(1) 10,671,640

(2) 2,555,145

△ 3,111 2,552,034

(3) 97,623

(4) 3,995

13,325,292

220,128,687

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

器 具 備 品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
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負       債       の       部

3

(1)

イ
47,357,755

47,357,755

(2) 607,401

(3)

イ 3,662,137

3,662,137

51,627,293

4

(1)

イ
5,557,949

5,557,949

(2) 180,549

(3) 5,065,091

(4) 49,398

(5) 776,087

(6)

イ 282,112

ロ 54,821

336,933

11,966,007

5

(1)

イ 23,399,249

△ 14,182,419 9,216,830

ロ 26,814,498

△ 19,893,828 6,920,670

ハ 12,260,667

△ 6,850,579 5,410,088

ニ 6,734,308

△ 3,568,029 3,166,279

ホ 773,529

△ 681,122 92,407

24,806,274

24,806,274

88,399,574

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

預 り 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金
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資       本       の       部

6 96,508,981

7

(1)

イ 4,044,581

ロ 1,248,090

ハ 415,509

ニ 22,339,295

ホ 779,831

28,827,306

(2)

イ 6,392,826

6,392,826

35,220,132

131,729,113

220,128,687負 債 資 本 合 計

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

計上している。

破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

注注 記記 事事 項項 （（ 令令 和和 88 年年 度度 ））

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
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4．消費税等の会計処理

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

1．重要な非資金取引

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 千円

　1年超 千円

　　計 千円

Ⅴ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

令 和 8 年 度 に お い て ， 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 に 係 る 法 定 福 利 費 と し て 150,951 千 円 を

支出するため，法定福利費引当金 49,612千円を使用する。

令和8年度において，不納欠損による損失として 4,974千円が発生する見込みのため，

貸倒引当金 4,974千円を使用する。

賞与引当金 264,848千円を使用する。

2,340

4,339

令和8年度において，退職手当として 104,053 千円を支給するため，退職給付引当金

104,053千円を使用する。

令 和 8 年 度 に お い て ， 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 と し て 809,269 千 円 を 支 給 す る た め ，

1,999

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等

については，当年度の費用として処理している。

当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ

815,098千円である。

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 超 か つ リ ー ス 期 間 が 1 年 超 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に

ついては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 以 下 又 は リ ー ス 期 間 が 1 年 以 内 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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